
墨田区特別区税条例の一部を改正する条例（案）新旧対照表 

改  正  案 現     行 
  
 （軽自動車税の税率） 

第３９条 軽自動車税の税率は、次の各号に

掲げる軽自動車等に対し、１台について、

それぞれ当該各号に定める額とする。 

 ⑴ 原動機付自転車 

  イ 総排気量が０．０５リットル以下の

もの又は定格出力が０．６キロワット 

以下のもの（ニに掲げるものを除く。）

 年額 ２，０００円 

  ロ ２輪のもので、総排気量が０．０５

リットルを超え、０．０９リットル以 

下のもの又は定格出力が０．６キロ 

ワットを超え、０．８キロワット以下

のもの 年額 ２，０００円 

  ハ ２輪のもので、総排気量が０．０９

リットルを超えるもの又は定格出力が

０．８キロワットを超えるもの 年額 

    ２，４００円 

  ニ ３輪以上のもの（車室を備えず、か

つ、輪距（２以上の輪距を有するもの

にあっては、その輪距のうち最大のも

の）が０．５メートル以下であるもの

及び側面が構造上開放されている車室

を備え、かつ、輪距が０．５メートル

以下の３輪のものを除く。）で、総排

気量が０．０２リットルを超えるもの

又は定格出力が０．２５キロワットを

超えるもの 年額 ３，７００円 

 ⑵ 軽自動車及び小型特殊自動車 

  イ 軽自動車 

   ２輪のもの（側車付のものを含む。） 

    年額 ３，６００円 

   ３輪のもの 年額 ３，９００円 

   ４輪以上のもの 

    乗用のもの 

     営業用 年額 ６，９００円 

     自家用 年額 １０，８００円 

    貨物用のもの 

     営業用 年額 ３，８００円 

     自家用 年額 ５，０００円 

 〔同左〕 

第３９条 〔同左〕 

 

 

 ⑴ 原動機付自転車 

  イ 総排気量が０．０５リットル以下の

もの又は定格出力が０．６キロワット 

以下のもの（ニに掲げるものを除く。）

 年額 １，０００円 

  ロ ２輪のもので、総排気量が０．０５

リットルを超え、０．０９リットル以 

下のもの又は定格出力が０．６キロ 

ワットを超え、０．８キロワット以下

のもの 年額 １，２００円 

  ハ ２輪のもので、総排気量が０．０９

リットルを超えるもの又は定格出力が

０．８キロワットを超えるもの 年額 

    １，６００円 

  ニ ３輪以上のもの（車室を備えず、か

つ、輪距（２以上の輪距を有するもの

にあっては、その輪距のうち最大のも

の）が０．５メートル以下であるもの

及び側面が構造上開放されている車室

を備え、かつ、輪距が０．５メートル

以下の３輪のものを除く。）で、総排

気量が０．０２リットルを超えるもの

又は定格出力が０．２５キロワットを

超えるもの 年額 ２，５００円 

 ⑵ 軽自動車及び小型特殊自動車 

  イ 軽自動車 

   ２輪のもの（側車付のものを含む。） 

    年額 ２，４００円 

   ３輪のもの 年額 ３，１００円 

   ４輪以上のもの 

    乗用のもの 

     営業用 年額 ５，５００円 

     自家用 年額 ７，２００円 

    貨物用のもの 

     営業用 年額 ３，０００円 

     自家用 年額 ４，０００円 
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   専ら雪上を走行するもの 年額 ３， 

  ６００円 

  ロ 小型特殊自動車 

   農耕作業用のもの 年額 ２，４００ 

  円 

   その他のもの 年額 ５，９００円 

 ⑶ ２輪の小型自動車 年額 ６，０００ 

  円 

２ 〔略〕 

   付 則 

 （公益法人等に係る区民税の課税の特例） 

第２条の２の２ 当分の間、租税特別措置法

第４０条第３項後段（同条第６項から第１

０項まで及び第１１項（同条第１２項にお

いて準用する場合を含む。以下この条にお

いて同じ。）の規定によりみなして適用す

る場合を含む。）の規定の適用を受けた同

条第３項に規定する公益法人等（同条第６

項から第１１項までの規定により特定贈与

等に係る公益法人等とみなされる法人を含

む。）を同条第３項に規定する贈与又は遺

贈を行った個人とみなして、令附則第３条

の２の３で定めるところにより、これに同

項に規定する財産（同法第４０条第６項か

ら第１１項までの規定により特定贈与等に

係る財産とみなされる資産を含む。）に係

る山林所得の金額、譲渡所得の金額又は雑 

所得の金額に係る区民税の所得割を課する。

 

 

第３条の２ 削除 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   専ら雪上を走行するもの 年額 ２， 

  ４００円 

  ロ 小型特殊自動車 

   農耕作業用のもの 年額 １，６００ 

  円 

   その他のもの 年額 ４，７００円 

 ⑶ ２輪の小型自動車 年額 ４，０００ 

  円 

２ 〔略〕 

   付 則 

 〔同左〕 

第２条の２の２ 当分の間、租税特別措置法

第４０条第３項後段（同条第６項から第１

０項までの規定によりみなして適用する場

合を含む。）の規定の適用を受けた同法第

４０条第３項に規定する公益法人等（同条

第６項から第１０項までの規定により特定

贈与等に係る公益法人等とみなされる法人

を含む。）を同法第４０条第３項に規定す

る贈与又は遺贈を行った個人とみなして、

令附則第３条の２の３で定めるところによ

り、これに同項に規定する財産（租税特別

措置法第４０条第６項から第１０項までの

規定により特定贈与等に係る財産とみなさ 

れる資産を含む。）に係る山林所得の金額、

譲渡所得の金額又は雑所得の金額に係る区

民税の所得割を課する。 

 

 （居住用財産の買換え等の場合の譲渡損失

の損益通算及び繰越控除） 

第３条の２ 所得割の納税義務者の平成１７

年度以後の各年度分の区民税に係る譲渡所

得の金額の計算上生じた法附則第４条第１

項第１号に規定する居住用財産の譲渡損失

の金額（以下第３項までにおいて「居住用

財産の譲渡損失の金額」という。）がある

場合には、当該居住用財産の譲渡損失の金

額については、法附則第３４条第４項後段

及び第６項第２号の規定は、適用しない。

ただし、当該納税義務者が前年前３年内の

年において生じた当該居住用財産の譲渡損

失の金額以外の居住用財産の譲渡損失の金

額につきこの項の規定の適用を受けている



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ときは、この限りでない。 

２ 前項の規定は、当該居住用財産の譲渡損

失の金額が生じた年の末日の属する年度の

翌年度分の第２３条第１項又は第４項の規

定による申告書（その提出期限後において

区民税の納税通知書が送達される時までに

提出されたもの及びその時までに提出され

た第２４条第１項の確定申告書を含む。）

に前項の規定の適用を受けようとする旨の

記載があるとき（これらの申告書にその記

載がないことについてやむを得ない理由が 

あると区長が認めるときを含む。）に限り、

適用する。 

３ 所得割の納税義務者の前年前３年内の年

に生じた法附則第４条第１項第２号に規定

する通算後譲渡損失の金額（この項の規定

により前年前において控除されたものを除

く。以下この項において「通算後譲渡損失

の金額」という。）は、当該納税義務者が

前年１２月３１日において当該通算後譲渡

損失の金額に係る租税特別措置法第４１条

の５第７項第１号に規定する買換資産に係

る同項第４号に規定する住宅借入金等の金

額を有する場合において、居住用財産の譲

渡損失の金額の生じた年の末日の属する年

度の翌年度の区民税について前項の申告書

を提出した場合であって、その後の年度分

の区民税について連続して通算後譲渡損失

の金額の控除に関する事項を記載した第２

３条第１項又は第４項の規定による申告書

（その提出期限後において区民税の納税通

知書が送達される時までに提出されたもの

及びその時までに提出された第５項第１号

の規定により読み替えて適用される同条第

５項の規定による申告書を含む。以下この

項において同じ。）を提出しているときに

限り、法附則第３４条第４項後段の規定に

かかわらず、当該納税義務者の当該連続し

て提出された申告書に係る年度分の区民税

に係る付則第１０条第１項に規定する長期

譲渡所得の金額、付則第１２条第１項に規

定する短期譲渡所得の金額、総所得金額、

退職所得金額又は山林所得金額の計算上控



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

除する。ただし、当該納税義務者の前年の

合計所得金額が３，０００万円を超える年

度分の区民税の所得割については、この限

りでない。 

４ 付則第９条第１項の規定の適用がある場

合における前項の規定の適用については、

同項中「総所得金額」とあるのは「総所得

金額、付則第９条第１項に規定する土地等

に係る事業所得等の金額」と、「合計所得

金額」とあるのは「合計所得金額（付則第

９条第１項に規定する土地等に係る事業所

得等の金額を含む。）」とし、付則第１０

条第１項、第１２条第１項、第１３条第１

項又は第１４条の２第１項の規定の適用が

ある場合における前項の規定の適用につい 

ては、同項中「合計所得金額」とあるのは、

「合計所得金額（付則第１０条第１項に規

定する長期譲渡所得の金額、付則第１２条

第１項に規定する短期譲渡所得の金額、付

則第１３条第１項に規定する株式等に係る

譲渡所得等の金額又は付則第１４条の２第

１項に規定する先物取引に係る雑所得等の

金額を含む。）」とする。 

５ 第３項の規定の適用がある場合には、次

に定めるところによる。 

 ⑴ 第２３条第５項の規定の適用について

は、同項中「純損失又は雑損失の金額」

とあるのは「純損失若しくは雑損失の金

額又は付則第３条の２第３項に規定する

通算後譲渡損失の金額」と、「、第１項

の申告書」とあるのは「、第１項の申告

書又は同条第３項に規定する通算後譲渡

損失の金額の控除に関する事項を記載し

た規則で定める申告書」とする。 

 ⑵ 第２４条の規定の適用については、同

条第１項中「確定申告書（」とあるのは

「確定申告書（租税特別措置法第４１条

の５第１２項第３号の規定により読み替

えて適用される所得税法第１２３条第１ 

項の規定による申告書を含む。」と、 

「又は第３項から第５項まで」とあるの

は「、第３項若しくは第４項又は付則第

３条の２第５項第１号の規定により読み



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

替えて適用される前条第５項」と、同条

第２項中「又は第３項から第５項まで」

とあるのは「、第３項若しくは第４項又

は付則第３条の２第５項第１号の規定に

より読み替えて適用される前条第５項」

とする。 

 （特定居住用財産の譲渡損失の損益通算及

び繰越控除） 

第３条の２の２ 所得割の納税義務者の平成

１７年度以後の各年度分の区民税に係る譲

渡所得の金額の計算上生じた法附則第４条

の２第１項第１号に規定する特定居住用財

産の譲渡損失の金額（以下第３項までにお

いて「特定居住用財産の譲渡損失の金額」

という。）がある場合には、当該特定居住

用財産の譲渡損失の金額については、法附

則第３４条第４項後段及び第６項第２号の

規定は、適用しない。ただし、当該納税義

務者が前年前３年内の年において生じた当

該特定居住用財産の譲渡損失の金額以外の

特定居住用財産の譲渡損失の金額につきこ

の項の規定の適用を受けているときは、こ

の限りでない。 

２ 前項の規定は、当該特定居住用財産の譲

渡損失の金額が生じた年の末日の属する年

度の翌年度分の第２３条第１項又は第４項

の規定による申告書（その提出期限後にお

いて区民税の納税通知書が送達される時ま

でに提出されたもの及びその時までに提出 

された第２４条第１項の確定申告書を含 

む。）に前項の規定の適用を受けようとす

る旨の記載があるとき（これらの申告書に

その記載がないことについてやむを得ない

理由があると区長が認めるときを含む。）

に限り、適用する。 

３ 所得割の納税義務者の前年前３年内の年

に生じた法附則第４条の２第１項第２号に

規定する通算後譲渡損失の金額（この項の

規定により前年前において控除されたもの

を除く。以下この項において「通算後譲渡

損失の金額」という。）は、特定居住用財

産の譲渡損失の金額の生じた年の末日の属

する年度の翌年度の区民税について前項の



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

申告書を提出した場合であって、その後の

年度分の区民税について連続して通算後譲

渡損失の金額の控除に関する事項を記載し

た第２３条第１項又は第４項の規定による

申告書（その提出期限後において区民税の

納税通知書が送達される時までに提出され

たもの及びその時までに提出された第５項

第１号の規定により読み替えて適用される

同条第５項の規定による申告書を含む。以

下この項において同じ。）を提出している

ときに限り、法附則第３４条第４項後段の

規定にかかわらず、当該納税義務者の当該

連続して提出された申告書に係る年度分の

区民税に係る付則第１０条第１項に規定す

る長期譲渡所得の金額、付則第１２条第１

項に規定する短期譲渡所得の金額、総所得

金額、退職所得金額又は山林所得金額の計

算上控除する。ただし、当該納税義務者の

前年の合計所得金額が３，０００万円を超

える年度分の区民税の所得割については、

この限りでない。 

４ 付則第９条第１項の規定の適用がある場

合における前項の規定の適用については、

同項中「総所得金額」とあるのは「総所得

金額、付則第９条第１項に規定する土地等

に係る事業所得等の金額」と、「合計所得

金額」とあるのは「合計所得金額（付則第

９条第１項に規定する土地等に係る事業所

得等の金額を含む。）」とし、付則第１０

条第１項、第１２条第１項、第１３条第１

項又は第１４条の２第１項の規定の適用が

ある場合における前項の規定の適用につい 

ては、同項中「合計所得金額」とあるのは、

「合計所得金額（付則第１０条第１項に規

定する長期譲渡所得の金額、付則第１２条

第１項に規定する短期譲渡所得の金額、付

則第１３条第１項に規定する株式等に係る

譲渡所得等の金額又は付則第１４条の２第

１項に規定する先物取引に係る雑所得等の

金額を含む。）」とする。 

５ 第３項の規定の適用がある場合には、次

に定めるところによる。 

 ⑴ 第２３条第５項の規定の適用について



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

は、同項中「純損失又は雑損失の金額」

とあるのは「純損失若しくは雑損失の金

額又は付則第３条の２の２第３項に規定

する通算後譲渡損失の金額」と、「、第

１項の申告書」とあるのは「、第１項の

申告書又は同条第３項に規定する通算後

譲渡損失の金額の控除に関する事項を記

載した規則で定める申告書」とする。 

 ⑵ 第２４条の規定の適用については、同

条第１項中「確定申告書（」とあるのは

「確定申告書（租税特別措置法第４１条

の５の２第１２項第３号の規定により読

み替えて適用される所得税法第１２３条 

第１項の規定による申告書を含む。」と、

「又は第３項から第５項まで」とあるの

は「、第３項若しくは第４項又は付則第

３条の２の２第５項第１号の規定により

読み替えて適用される前条第５項」と、

同条第２項中「又は第３項から第５項ま

で」とあるのは「、第３項若しくは第４

項又は付則第３条の２の２第５項第１号

の規定により読み替えて適用される前条

第５項」とする。 

 （阪神・淡路大震災に係る雑損控除額等の

特例） 

第３条の２の３ 所得割の納税義務者の選択

により、法附則第４条の３第４項に規定す

る阪神・淡路大震災により受けた損失の金

額については、平成６年において生じた法

第３１４条の２第１項第１号に規定する損

失の金額として、この条例の規定を適用す

ることができる。この場合において、第１

７条の規定により控除された金額に係る当

該阪神・淡路大震災により受けた損失の金

額は、その者の平成８年度以後の年度分の

区民税に係るこの条例の規定の適用につい

ては、平成７年において生じなかったもの

とみなす。 

２ 前項前段の場合において、第１７条の規

定により控除された金額に係る阪神・淡路

大震災により受けた損失の金額のうちに、

同項の規定の適用を受けた者と生計を一に

する令第４８条の６第１項に規定する親族



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （肉用牛の売却による事業所得に係る区民

税の課税の特例） 

第４条 昭和５７年度から平成３０年度まで

の各年度分の区民税に限り、法附則第６条

第４項に規定する場合において、第２３条

第１項の規定による申告書（その提出期限

後において区民税の納税通知書が送達され

る時までに提出されたもの及びその時まで

に提出された第２４条第１項の確定申告書

を含む。次項において同じ。）に肉用牛の

売却に係る租税特別措置法第２５条第１項

に規定する事業所得の明細に関する事項の

記載があるとき（これらの申告書にその記

載がないことについてやむを得ない理由が

あると区長が認めるときを含む。次項にお

いて同じ。）は、当該事業所得に係る区民

税の所得割の額を免除する。 

２・３ 〔略〕 

 （軽自動車税の税率の特例） 

第６条 法附則第３０条第１項に規定する３

輪以上の軽自動車に対する当該自動車が初

めて道路運送車両法（昭和２６年法律第１

８５号）第６０条第１項後段の規定による

車両番号の指定を受けた月から起算して１

４年を経過した月の属する年度以後の年度

分の軽自動車税に係る第３９条第１項の規

定については、当分の間、同項第２号イ中

次の表の左欄に掲げる字句は、それぞれ同

に係る前項に規定する損失の金額があると

きは、当該損失の金額は、当該親族の平成

８年度以後の年度分の区民税に係るこの条

例の規定の適用については、平成７年にお

いて生じなかったものとみなす。 

３ 第１項の規定は、平成７年度分の第２３ 

条第１項又は第４項の規定による申告書 

（その提出期限後において区民税の納税通

知書が送達される時までに提出されたもの

及びその時までに提出された第２４条第１

項の確定申告書を含む。）に第１項の規定

の適用を受けようとする旨の記載がある場

合（これらの申告書にその記載がないこと

についてやむを得ない理由があると区長が

認める場合を含む。）に限り、適用する。 

 〔同左〕 

 

第４条 昭和５７年度から平成２７年度まで

の各年度分の区民税に限り、法附則第６条

第４項に規定する場合において、第２３条

第１項の規定による申告書（その提出期限

後において区民税の納税通知書が送達され

る時までに提出されたもの及びその時まで

に提出された第２４条第１項の確定申告書

を含む。次項において同じ。）に肉用牛の

売却に係る租税特別措置法第２５条第１項

に規定する事業所得の明細に関する事項の

記載があるとき（これらの申告書にその記

載がないことについてやむを得ない理由が

あると区長が認めるときを含む。次項にお

いて同じ。）は、当該事業所得に係る区民

税の所得割の額を免除する。 

２・３ 〔略〕 

 

第６条 削除 

 

 

 

 

 

 

 

 



表の右欄に掲げる字句とする。 
 
３，９００円 ４，６００円 

６，９００円 ８，２００円 

１０，８００円 １２，９００円 

３，８００円 ４，５００円 

５，０００円 ６，０００円 

 

 （優良住宅地の造成等のために土地等を譲

渡した場合の長期譲渡所得に係る区民税の

課税の特例） 

第１１条 昭和６３年度から平成２９年度ま

での各年度分の区民税に限り、所得割の納

税義務者が前年中に前条第１項に規定する

譲渡所得の基因となる土地等（租税特別措

置法第３１条第１項に規定する土地等をい 

う。以下この条において同じ。）の譲渡 

（同項に規定する譲渡をいう。以下この条

において同じ。）をした場合において、当

該譲渡が優良住宅地等のための譲渡（法附

則第３４条の２第４項に規定する優良住宅

地等のための譲渡をいう。）に該当すると

きにおける前条第１項に規定する譲渡所得

（次条の規定の適用を受ける譲渡所得を除

く。以下この条において同じ。）に係る課

税長期譲渡所得金額に対して課する区民税 

の所得割の額は、同項の規定にかかわらず、

次の各号に掲げる場合の区分に応じ当該各

号に定める金額に相当する額とする。 

 ⑴・⑵ 〔略〕 

２ 前項の規定は、昭和６３年度から平成２

９年度までの各年度分の区民税に限り、所

得割の納税義務者が前年中に前条第１項に

規定する譲渡所得の基因となる土地等の譲

渡をした場合において、当該譲渡が確定優

良住宅地等予定地のための譲渡（法附則第

３４条の２第５項に規定する確定優良住宅

地等予定地のための譲渡をいう。以下この

項において同じ。）に該当するときにおけ

る前条第１項に規定する譲渡所得に係る課

税長期譲渡所得金額に対して課する区民税

の所得割について準用する。この場合にお

いて、当該譲渡が法附則第３４条の２第９

項の規定に該当することとなる場合におい

 

 

 

 

 

 
 

 

 〔同左〕 

 

 

第１１条 昭和６３年度から平成２６年度ま

での各年度分の区民税に限り、所得割の納

税義務者が前年中に前条第１項に規定する

譲渡所得の基因となる土地等（租税特別措

置法第３１条第１項に規定する土地等をい 

う。以下この条において同じ。）の譲渡 

（同項に規定する譲渡をいう。以下この条

において同じ。）をした場合において、当

該譲渡が優良住宅地等のための譲渡（法附

則第３４条の２第４項に規定する優良住宅

地等のための譲渡をいう。）に該当すると

きにおける前条第１項に規定する譲渡所得

（次条の規定の適用を受ける譲渡所得を除

く。以下この条において同じ。）に係る課

税長期譲渡所得金額に対して課する区民税 

の所得割の額は、同項の規定にかかわらず、

次の各号に掲げる場合の区分に応じ当該各

号に定める金額に相当する額とする。 

 ⑴・⑵ 〔略〕 

２ 前項の規定は、昭和６３年度から平成２

６年度までの各年度分の区民税に限り、所

得割の納税義務者が前年中に前条第１項に

規定する譲渡所得の基因となる土地等の譲

渡をした場合において、当該譲渡が確定優

良住宅地等予定地のための譲渡（法附則第

３４条の２第５項に規定する確定優良住宅

地等予定地のための譲渡をいう。以下この

項において同じ。）に該当するときにおけ

る前条第１項に規定する譲渡所得に係る課

税長期譲渡所得金額に対して課する区民税

の所得割について準用する。この場合にお

いて、当該譲渡が法附則第３４条の２第９

項の規定に該当することとなる場合におい



ては、当該譲渡は確定優良住宅地等予定地

のための譲渡ではなかったものとみなす。 

３ 〔略〕 

 （一般株式等に係る譲渡所得等に係る区民

税の課税の特例） 

第１３条 当分の間、所得割の納税義務者が

前年中に租税特別措置法第３７条の１０第

１項に規定する一般株式等に係る譲渡所得

等を有する場合には、当該一般株式等に係

る譲渡所得等については、第１５条第１項

及び第２項並びに第１８条の規定にかかわ

らず、他の所得と区分し、前年中の当該一

般株式等に係る譲渡所得等の金額として令

附則第１８条第５項に定めるところにより

計算した金額（以下この項において「一般 

株式等に係る譲渡所得等の金額」という。）

に対し、一般株式等に係る課税譲渡所得等

の金額（一般株式等に係る譲渡所得等の金

額（次項第１号の規定により読み替えて適

用される第１７条の規定の適用がある場合

には、その適用後の金額）をいう。）の１

００分の３に相当する金額に相当する区民

税の所得割を課する。 

２ 〔略〕 

 （上場株式等に係る譲渡所得等に係る区民

税の課税の特例） 

第１３条の２ 〔略〕 

２ 前条第２項の規定は、前項の規定の適用

がある場合について準用する。この場合に

おいて、同条第２項中「付則第１３条第１ 

項」とあるのは「付則第１３条の２第１項」

と、「一般株式等に係る譲渡所得等の金額」

とあるのは「上場株式等に係る譲渡所得等

の金額」と、「第３７条の１０第１項」と

あるのは「第３７条の１１第１項」と読み

替えるものとする。 

 

 （非課税口座内上場株式等の譲渡に係る区

民税の所得計算の特例） 

第１３条の３ 〔略〕 

２ 租税特別措置法第３７条の１４第４項各

号に掲げる事由により、非課税口座からの

非課税口座内上場株式等の一部又は全部の

ては、当該譲渡は確定優良住宅地等予定地

のための譲渡ではなかったものとみなす。 

３ 〔略〕 

 〔同左〕 

 

第１３条 当分の間、所得割の納税義務者が

前年中に租税特別措置法第３７条の１０第

１項に規定する一般株式等に係る譲渡所得

等を有する場合には、当該一般株式等に係

る譲渡所得等については、第１５条及び第

１８条の規定にかかわらず、他の所得と区

分し、前年中の当該一般株式等に係る譲渡

所得等の金額として令附則第１８条第５項

に定めるところにより計算した金額（以下

この項において「一般株式等に係る譲渡所

得等の金額」という。）に対し、一般株式

等に係る課税譲渡所得等の金額（一般株式

等に係る譲渡所得等の金額（次項第１号の

規定により読み替えて適用される第１７条

の規定の適用がある場合には、その適用後

の金額）をいう。）の１００分の３に相当

する金額に相当する区民税の所得割を課す

る。 

２ 〔略〕 

 〔同左〕 

 

第１３条の２ 〔略〕 

２ 前条第２項の規定は、前項の規定の適用

がある場合について準用する。この場合に

おいて、同条第２項中「付則第１３条第１ 

項」とあるのは「付則第１３条の２第１項」

と、「一般株式等に係る譲渡所得等の金額」

とあるのは「上場株式等に係る譲渡所得等

の金額」と、「租税特別措置法」とあるの

は「租税特別措置法第３７条の１１第６項

の規定により読み替えて準用される同法」

と読み替えるものとする。 

 〔同左〕 

 

第１３条の３ 〔略〕 

２ 租税特別措置法第３７条の１４第４項各

号に掲げる事由により、非課税口座からの

非課税口座内上場株式等の一部又は全部の



払出し（振替によるものを含む。以下この

項において同じ。）があった場合には、当

該払出しがあった非課税口座内上場株式等

については、その事由が生じた時に、令附 

則第１８条の６の２第２項で定める金額 

（以下この項において「払出し時の金額」

という。）により非課税上場株式等管理契

約に基づく譲渡があったものと、同法第３

７条の１４第４項第１号に掲げる移管、返

還又は廃止による非課税口座内上場株式等

の払出しがあった非課税口座を開設し、又

は開設していた区民税の所得割の納税義務

者については、当該移管、返還又は廃止に

よる払出しがあった時に、その払出し時の

金額をもって当該移管、返還又は廃止によ

る払出しがあった非課税口座内上場株式等

の数に相当する数の当該非課税口座内上場

株式等と同一銘柄の株式等の取得をしたも

のと、同項第２号に掲げる贈与又は相続若

しくは遺贈により払出しがあった非課税口

座内上場株式等を取得した区民税の所得割

の納税義務者については、当該贈与又は相

続若しくは遺贈の時に、その払出し時の金

額をもって当該非課税口座内上場株式等と

同一銘柄の株式等を取得したものとそれぞ

れみなして、前項及び付則第１３条の規定

その他のこの条例の規定を適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

払出し（振替によるものを含む。以下この

項において同じ。）があった場合には、当

該払出しがあった非課税口座内上場株式等

については、その事由が生じた時に、令附 

則第１８条の６の２第２項で定める金額 

（以下この項において「払出し時の金額」

という。）により非課税上場株式等管理契

約に基づく譲渡があったものと、同法第３

７条の１４第４項第１号に掲げる移管、返

還又は廃止による非課税口座内上場株式等

の払出しがあった非課税口座を開設し、又

は開設していた区民税の所得割の納税義務

者については、当該移管、返還又は廃止に

よる払出しがあった時に、その払出し時の

金額をもって当該移管、返還又は廃止によ

る払出しがあった非課税口座内上場株式等

の数に相当する数の当該非課税口座内上場

株式等と同一銘柄の株式等の取得をしたも

のとそれぞれみなして、前項及び付則第１

３条の規定その他のこの条例の規定を適用

する。 

 

 

 

 

 

 

 （東日本大震災に係る雑損控除額等の特例）

第１５条 所得割の納税義務者の選択により、

法附則第４２条第３項に規定する特例損失 

金額（以下この項において「特例損失金額」

という。）がある場合には、特例損失金額

（同条第３項に規定する災害関連支出があ

る場合には、第３項に規定する申告書の提

出の日の前日までに支出したものに限る。

以下この項及び次項において「損失対象金

額」という。）について、平成２２年にお

いて生じた法第３１４条の２第１項第１号

に規定する損失の金額として、この条例の

規定を適用することができる。この場合に

おいて、第１７条の規定により控除された

金額に係る当該損失対象金額は、その者の

平成２４年度以後の年度分で当該損失対象



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

金額が生じた年の末日の属する年度の翌年

度分の区民税に係るこの条例の規定の適用

については、当該損失対象金額が生じた年

において生じなかったものとみなす。 

２ 前項前段の場合において、第１７条の規

定により控除された金額に係る損失対象金

額のうちに、同項の規定の適用を受けた者

と生計を一にする令第４８条の６第１項に

規定する親族の有する法附則第４２条第３

項に規定する資産について受けた損失の金 

額（以下この項において「親族資産損失額」

という。）があるときは、当該親族資産損

失額は、当該親族の平成２４年度以後の年

度分の区民税に係るこの条例の規定の適用

については、当該親族資産損失額が生じた

年において生じなかったものとみなす。 

３ 第１項の規定は、平成２３年度分の第２

３条第１項又は第４項の規定による申告書

（その提出期限後において区民税の納税通

知書が送達される時までに提出されたもの

及びその時までに提出された第２４条第１

項の確定申告書を含む。）に第１項の規定

の適用を受けようとする旨の記載がある場

合（これらの申告書にその記載がないこと

についてやむを得ない理由があると区長が

認める場合を含む。）に限り、適用する。 

 （東日本大震災に係る被災居住用財産の敷

地に係る譲渡期限の延長等の特例） 

第１５条の２ その有していた家屋でその居 

住の用に供していたものが東日本大震災 

（平成２３年３月１１日に発生した東北地

方太平洋沖地震及びこれに伴う原子力発電

所の事故による災害をいう。次項において

同じ。）により滅失（東日本大震災の被災

者等に係る国税関係法律の臨時特例に関す

る法律（平成２３年法律第２９号。以下こ

の条及び次条において「震災特例法」とい

う。）第１１条の６第１項に規定する滅失 

をいう。以下この項及び次項において同 

じ。）をしたことによってその居住の用に

供することができなくなった所得割の納税

義務者が、当該滅失をした当該家屋の敷地

の用に供されていた土地等（同条第１項に 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

規定する土地等をいう。次項において同 

じ。）の譲渡（震災特例法第１１条の４第

６項に規定する譲渡をいう。次項において

同じ。）をした場合には、次の表の左欄に

掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、

それぞれ同表の右欄に掲げる字句として、

付則第１０条、付則第１１条、付則第１１ 

条の２又は付則第１２条の規定を適用する。
 

第３５条第
１項 

第３５条第１項（東日本 
大震災の被災者等に係る
国税関係法律の臨時特例
に関する法律（平成２３ 
年法律第２９号）第１１ 
条の６第１項の規定によ 
り適用される場合を含 
む。） 

付則第１０
条第１項 

同法第３１
条第１項 

租税特別措置法第３１条
第１項 

付則第１１
条第３項 

第３５条の
２まで、第
３６条の２、
第３６条の
５ 

第３４条の３まで、第３
５条（東日本大震災の被
災者等に係る国税関係法
律の臨時特例に関する法
律第１１条の６第１項の
規定により適用される場
合を含む。）、第３５条
の２、第３６条の２若し
くは第３６条の５（これ
らの規定が東日本大震災
の被災者等に係る国税関
係法律の臨時特例に関す
る法律第１１条の６第１
項の規定により適用され
る場合を含む。） 

付則第１１
条の２第１
項 

租税特別措
置法第３１
条の３第１
項 

東日本大震災の被災者等
に係る国税関係法律の臨
時特例に関する法律第１
１条の６第１項の規定に
より適用される租税特別
措置法第３１条の３第１
項 

第３５条第
１項 

第３５条第１項（東日本 
大震災の被災者等に係る
国税関係法律の臨時特例
に関する法律第１１条の
６第１項の規定により適
用される場合を含む。） 

付則第１２
条第１項 

同法第３２
条第１項 

租税特別措置法第３２条
第１項 

 

２ その有していた家屋でその居住の用に供

していたものが東日本大震災により滅失を

したことによってその居住の用に供するこ 

とができなくなった所得割の納税義務者 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（以下この項において「被相続人」とい 

う。）の相続人（震災特例法第１１条の６

第２項に規定する相続人をいう。以下この

項において同じ。）が、当該滅失をした旧 

家屋（同条第２項に規定する旧家屋をいう。

以下この項において同じ。）の敷地の用に

供されていた土地等の譲渡をした場合（当

該譲渡の時までの期間当該土地等を当該相

続人の居住の用に供する家屋の敷地の用に

供していない場合に限る。）における当該

土地等（当該土地等のうちにその居住の用

に供することができなくなった時の直前に

おいて旧家屋に居住していた者以外の者が

所有していた部分があるときは、当該土地

等のうち当該部分以外の部分に係るものに

限る。以下この項において同じ。）の譲渡

については、当該相続人は、当該旧家屋を

当該被相続人がその取得をした日として令

附則第２７条の２第４項で定める日から引

き続き所有していたものと、当該直前にお

いて当該旧家屋の敷地の用に供されていた

土地等を所有していたものとそれぞれみな

して、前項の規定により読み替えられた付

則第１０条、付則第１１条、付則第１１条

の２又は付則第１２条の規定を適用する。 

３ 前２項の規定は、これらの規定の適用を

受けようとする年度分の第２３条第１項の

規定による申告書（その提出期限後におい

て区民税の納税通知書が送達される時まで

に提出されたもの及びその時までに提出さ 

れた第２４条第１項の確定申告書を含む。）

に、これらの規定の適用を受けようとする

旨の記載があるとき（これらの申告書にそ

の記載がないことについてやむを得ない理

由があると区長が認めるときを含む。）に

限り、適用する。 

 （東日本大震災に係る住宅借入金等特別税

額控除の適用期間等の特例） 

第１６条 所得割の納税義務者が前年分の所

得税につき震災特例法第１３条第１項の規

定の適用を受けた場合における付則第３条

の５及び付則第３条の５の２の規定の適用

については、付則第３条の５第１項中「租



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

税特別措置法第４１条又は第４１条の２の

２」とあるのは「東日本大震災の被災者等

に係る国税関係法律の臨時特例に関する法

律（平成２３年法律第２９号）第１３条第

１項の規定により読み替えて適用される租

税特別措置法第４１条又は同項の規定によ

り適用される租税特別措置法第４１条の２

の２」と、「法附則第５条の４第６項」と

あるのは「法附則第４５条第４項の規定に

より読み替えて適用される法附則第５条の

４第６項」と、付則第３条の５の２第１項

中「租税特別措置法第４１条又は第４１条

の２の２」とあるのは「東日本大震災の被

災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関

する法律第１３条第１項の規定により読み

替えて適用される租税特別措置法第４１条

又は同項の規定により適用される租税特別

措置法第４１条の２の２」と、「法附則第

５条の４の２第６項（同条第９項の規定に 

より読み替えて適用される場合を含む。）」

とあるのは「法附則第４５条第４項の規定

により読み替えて適用される法附則第５条

の４の２第６項」と、同条第２項第２号中

「租税特別措置法第４１条の２の２」とあ

るのは「東日本大震災の被災者等に係る国

税関係法律の臨時特例に関する法律第１３

条第１項の規定により適用される租税特別

措置法第４１条の２の２」とする。 

２ 所得割の納税義務者が前年分の所得税に

つき震災特例法第１３条第３項若しくは第

４項又は第１３条の２第１項から第６項ま

での規定の適用を受けた場合における付則

第３条の５及び付則第３条の５の２の規定

の適用については、付則第３条の５第１項

中「法附則第５条の４第６項」とあるのは

「法附則第４５条第５項の規定により読み 

替えて適用される法附則第５条の４第６項」

と、付則第３条の５の２第１項中「法附則

第５条の４の２第６項（同条第９項の規定 

により読み替えて適用される場合を含 

む。）」とあるのは「法附則第４５条第５

項の規定により読み替えて適用される法附

則第５条の４の２第６項（法附則第４５条



 

 

 （区民税の税率の特例） 

第１５条 平成２６年度から平成３５年度ま

での各年度の区民税に限り、均等割の税率

は、第１３条の規定にかかわらず、同条に 

規定する額に５００円を加算した額とする。

２ 〔略〕  

第６項の規定により読み替えて適用される

場合を含む。）」とする。 

 〔同左〕 

第１７条 〔同左〕 

 

 

 

２ 〔略〕 
  

   付 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当

該各号に定める日から施行する。 

 ⑴ 付則第２条の２の２及び付則第１３条の３第２項の改正規定、付則第１５条か

ら第１６条までを削り、付則第１７条を付則第１５条とする改正規定並びに次条

第１項及び第２項の規定 平成２７年１月１日 

 ⑵ 第３９条第１項の改正規定並びに付則第３条及び第５条（この条例による改正

後の墨田区特別区税条例（以下「新条例」という。）付則第６条に係る部分を除

く。）の規定 平成２７年４月１日 

 ⑶ 付則第６条の改正規定並びに付則第４条及び第５条（新条例付則第６条に係る

部分に限る。）の規定 平成２８年４月１日 

 ⑷ 付則第１３条第１項及び第１３条の２第２項の改正規定並びに次条第３項及び

第４項の規定 平成２９年１月１日 

 （区民税に関する経過措置） 

第２条 新条例付則第２条の２の２の規定は、平成２７年度以後の年度分の区民税に

ついて適用し、平成２６年度分までの区民税については、なお従前の例による。 

２ 新条例付則第１３条の３第２項の規定は、平成２７年度以後の年度分の区民税に

ついて適用する。 

３ 新条例付則第１３条第１項の規定は、平成２９年度以後の年度分の区民税につい

て適用し、平成２８年度分までの区民税については、なお従前の例による。 

４ 新条例付則第１３条の２第２項の規定は、平成２９年度以後の年度分の区民税に

ついて適用する。 

 （軽自動車税に関する経過措置） 

第３条 新条例第３９条第１項の規定は、平成２７年度以後の年度分の軽自動車税に

ついて適用し、平成２６年度分までの軽自動車税については、なお従前の例による。 

第４条 新条例付則第６条の規定は、平成２８年度以後の年度分の軽自動車税につい

て適用する。 

２ 平成１５年１０月１４日前に初めて道路運送車両法（昭和２６年法律第１８５号） 

第６０条第１項後段の規定による車両番号の指定を受けた３輪以上の軽自動車に対 

して課する軽自動車税に係る新条例付則第６条の規定の適用については、同条中

「受けた月」とあるのは「受けた月の属する年の１２月」とする。 

第５条 平成２７年３月３１日以前に初めて道路運送車両法第６０条第１項後段の規



定による車両番号の指定を受けた３輪以上の軽自動車に対して課する軽自動車税に

係る新条例第３９条第１項及び新条例付則第６条の規定の適用については、次の表

の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字

句とする。 

３，９００円 ３，１００円 

６，９００円 ５，５００円 

１０，８００円 ７，２００円 

３，８００円 ３，０００円 

新条例第３９条第

１項第２号イ 

５，０００円 ４，０００円 

第３９条第１項 

墨田区特別区税条例の一部

を改正する条例（平成２６

年墨田区条例第  号。以

下この条において「平成２

６年改正条例」という。）

付則第５条の規定により読

み替えて適用される第３９

条第１項 

新条例付則第６条

の表以外の部分 

同項第２号イ 

平成２６年改正条例付則第

５条の規定により読み替え

て適用される同項第２号イ 

３，９００円 ３，１００円 

６，９００円 ５，５００円 

１０，８００円 ７，２００円 

３，８００円 ３，０００円 

新条例付則第６条

の表 

５，０００円 ４，０００円 

 （墨田区特別区税条例の一部を改正する条例の一部改正） 

第６条 墨田区特別区税条例の一部を改正する条例（平成２５年墨田区条例第４４号）

の一部を次のように改正する。 

  第２条中付則第３条の２第４項及び第３条の２の２第４項の改正規定を削る。 

  付則第１条第３号中「及び」の次に「第２条中墨田区特別区税条例付則第１４条 

の４第５項第３号（「係る」の次に「利子所得の金額又は」を加える部分に限る。） 

の改正規定並びに」を加え、同条第５号中「第２条」の次に「（墨田区特別区税条

例付則第１４条の４第５項第３号の改正規定中「係る」の次に「利子所得の金額又

は」を加える部分を除く。）」を加える。 

 

 


